○○○健発第○○○○号

平成○○年○○月○○日

東海北陸厚生局長　殿

名古屋市○○区○○町○○番○○号

○○○○○○○○○健康保険組合

理事長　○○○　○○○　 印
組合規約変更認可申請書
当組合規約の一部を別紙変更書のとおり変更いたしたく、下記関係書類を添えて認可申請いたします。

記

１．規約変更書
２．規約変更理由書

３．新旧条文対照表

４．健康保険法第25条第１項の規定による同意書

５．資本に関する証明

６．役員に関する証明 

７．遡及適用理由書 

８．組合会会議録（写）又は理事長専決理由書

９．編入事業所登記簿謄本（写）
規約変更書
○○○健康保険組合規約の一部を次のように改正する。

第○条中「株式会社△△△△　名古屋市○○区」の次に「株式会社○○○○　名古屋市○○区」を加える。

第○条第○項中、第３選挙区の「○○健康保険組合」の次に「株式会社○○○○」を加える。

附　則
（施行期日）

第１条　この規約は、認可の日から施行し、平成○○年○○月○○日から適用する。

（議員に関する経過措置）

第２条　第○条の変更にかかわらず、現に議員である者は、新選挙区から選出されたものとみなす。

規　約　変　更　理　由　書

（例）資本関係
　株式会社○○○○○は、当健康保険組合の設立事業所である△△△△株式会社の資金及び人的支援を受けて、平成○○年○○月○○日に設立され事業を行っています。

資本関係についても、△△△△株式会社の１００％出資であり、編入条件を満たしていることから、当組合の設立事業所として編入したい。

（例）同業種
株式会社○○○○○は、当組合規約中、（組合員の範囲）第○○条に定める業種であり、編入条件を満たしていることから、当組合の設立事業所として編入したい。

新　旧　条　文　対　照　表

	　　　　　　　　　新　　　　　　　　　
	　　　　　　　　　旧　　　　　　　　　

	（○○○○）

第○条　この組合が設立されている事業

　所の名称及び所在地は、次のとおりと

　する。

　　　名　　称　　　　　所　在　地

　　○○株式会社　　　名古屋市○○区

（以下省略）

　　○○株式会社○○支店　　　○○市

　　○○株式会社○○営業所　　○○市

　　　　　　　　　↑

　　追加した事項にアンダーライン

（○○○○）

第○条　互選議員の選挙は、各選挙区ごと

　に行う。

２　前項の選挙区及び選挙区ごとに選挙

　する互選議員の数は、次のとおりとす

　る。

　　選挙区　　選挙区の範囲　　議員数

　　第○区　　○○株式会社　　　○名

　　　　　　　　○○営業部

　　　　　　　○○株式会社

　　　　　　　　　○○支店

　　　　　　　○○株式会社

　　　　　　　　○○営業部

　　　　　　　　　↑

　　追加した事項にアンダーライン

附　則

（施行期日）

第１条　この規約は、認可の日から施行し、平成○○年○○月○○日から適用する。

（議員に関する経過措置）

第２条　第○条の変更にかかわらず、現に議員である者は、新選挙区から選出されたものとみなす。
	（○○○○）

第○条　この組合が設立されている事業

　所の名称及び所在地は、次のとおりと

　する。

　　　名　　称　　　　　所　在　地

　　○○株式会社　　　名古屋市○○区

（以下省略）

　　○○株式会社○○支店　　　○○市

（○○○○）

第○条　互選議員の選挙は、各選挙区ごと

　に行う。

２　前項の選挙区及び選挙区ごとに選挙

　する互選議員の数は、次のとおりとす

　る。

　　選挙区　　選挙区の範囲　　議員数

　　第○区　　○○株式会社　　　○名

　　　　　　　　○○営業部

　　　　　　　○○株式会社

　　　　　　　　　○○支店





健康保険法第２５条第１項の規定による事業主及び被保険者の同意書

平成○○年○○月○○日

　○○○健康保険組合

　　理事長　○　○　○　○　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　事業所所在地　　○○○市○○区○○町○○番地

　　　　　　　　　　　　　事業所名称　　（株）○○製作所　　　　　　

事業主の氏名　　代表取締役　○　○　○　○　印

　このたび下記事業所を、○○○健康保険組合の設立ある事業所として編入することに同意します。

　また、これに関する被保険者の同意は、別添のとおり○○名中○○名から同意書の提出がありました。

記

　　　　　　　　事業所所在地　　○○○市○○区○○町○○番地

　　　　　　　　 eq \o\ad(事業所名称,　　　　　　)　　株式会社○○製作所　　　　　　

　　　　　　　　 eq \o\ad(開設年月日,　　　　　　)　　平成○○年○○月○○日

　
（別添）

健康保険法第２５条第１項の規定による被保険者の同意書

平成○○年○○月○○日

　○○○健康保険組合

　　理事長　○　○　○　○　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　このたび私どもは、（株）○○製作所が○○○健康保険組合の設立ある事業所として編入することに同意します。

記

　　　　被保険者　　　　名中　　　　名同意

	　氏　　　　　名　
	　　印　　
	　氏　　　　　名　
	　　印　　

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


平成○○年○○月○○日

　株式会社　　○○○○○

　　代表取締役　○　○　○　○　殿


　

　　　　　　　　　　　　　　　　　事業所名称（株）○　○　○　○製作所

　　　　　　　　　　　　　　　　　 代表取締役　　○　○　○　○　　印

出　資　証　明　願

　当社の資本金○○○万円のうち○○○万円を株式会社○○○○○が出資していることを証明願います。

　　上記のとおり相違ないことを証明する。

　　　　平成○○年○○月○○日

　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社　　○○○○○　　

　　　　　　　　　　　　　  　　　　　代表取締役　○　○　○　○　印

　
　

役　員　に　関　す　る　証　明　書

　下記のとおり、株式会社○○製作所の役員は、株式会社○○○○○の役員であることを証明する。

記

　　
	　氏　　　　　名　
	株式会社○○製作所
	株式会社○○○○○

	　○　○　○　○
	代表取締役
	常務取締役

	　○　○　○　○
	常務取締役
	常務取締役

	　○　○　○　○
	常務取締役
	常務取締役

	　○　○　○　○
	常務取締役
	常務取締役

	　○　○　○　○
	常務取締役
	常務取締役


　　　平成○○年○○月○○日

　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社　　○○製作所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　○　○　○　○　印


　
遡　及　適　用　理　由　書

　
（例　事業所設立の場合）

このたびの規約変更について、編入しようとする（株）○○製作所は、平成○○年○○月○○日に会社を設立し、同日をもって営業を開始しているため、事実発生の日にさかのぼり適用したい。

（例　直接雇用者が発生した場合）

このたびの規約変更について、編入しようとする（株）○○製作所は、平成○○年○○月○○日に会社を設立し、同日をもって(株)△△商事からの出向社員により営業を開始していたが、平成○○年○月○日付にて直接雇用者が発生したため、事実発生の日にさかのぼり適用したい。

組合会会議録

又は、
（組合会を開催できない場合又は緊急を要すると認められる場合に限る。）
理　事　長　専　決　理　由　書


当該規約の変更につき、緊急を要すると認められるため、健康保険法施行令第７条第４項の規定により理事長専決処分とした。

当該規約の変更につき、組合会が成立しないため、健康保険法施行令第７条第４項の規定により理事長専決処分とした。
編入事業所登記簿謄本（写）


編入しようとする事業所の概況

１．事業所の名称及び所在地

２．会社設立年月日

３．事業開始年月日

４．主たる事業内容

５．平成年月日現在における従業員の数及び将来の見込み

６．資本関係

７．役員関係

８．人事関係

平成○○年○○月○○日
○○○○○○健康保険組合

理事長　○○○　○○○　　殿
名古屋市○○区○○町○○番○○号

株式会社　○○○○○○○○

代表取締役　○○　○○　印

事業所所在地についての申出書

　当事業所の登記上の所在地は、○○市○○町○丁目○番地となっていますが、実際の労務管理や賃金支払い等に関する実施事務は、名古屋市○○区○○町○○番○○号で行っていることを申し出します。

　


（別添見本様式例１）





〈新規適用〉





愛－○○○














厚生局に対しては、この写しを原本証明のうえ添付してください。


その際、次ページの（別添）は添付する必要ありません。








登記上の設立日








厚生局に対しては、この写しを原本証明のうえ添付してください。








厚生局に対しては、この写しを原本証明のうえ提出してください。











写しを原本証明のうえ添付してください。





組合会が成立しない場合の記載例





緊急を要する場合の記載例








写しを原本証明のうえ添付してください。








登記簿謄本と別の所在地の場合に添付してください。





厚生局に対しては、この写しを原本証明のうえ添付してください。


なお、 実施事務を行っている場所での公共料金の領収証等についても、写しを原本証明のうえ同時に添付してください。











